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令和８年度契約野菜収入確保モデル事業公募要領 
 

令和８年１月９日付け７農畜機第 6428 号 
 
１ 趣旨 

 独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が令和８年度予算により実施す

る契約野菜収入確保モデル事業（以下「モデル事業」という。）については、この要領（以

下「公募要領」という。）の定めるところにより事業実施主体の公募を行い、事業実施主体

候補者を決定します。 
 なお、この公募は、令和８年度予算案に基づいて行うものであるため、成立した予算の

内容に応じて、事業実施主体候補者の決定を行わない、若しくは遅れること又は事業を実

施しない、若しくは事業の内容が変更になることがあります。また、国が定める実施要領

等の制定又は改正に伴い、事業の内容が変更になることがあります。その場合、事業実施

主体候補者は改正後の内容について理解の上、従うことを応募の条件とします。 
 
２ モデル事業の内容 
  モデル事業の内容は、次の各号に掲げるタイプごとに分類します。 
（１）出荷調整タイプ 

 生産者等（４の（１）から（３）に掲げる者をいう。以下同じ。）が、野菜の販売の相

手方（５の（１）のアからウに掲げる者をいい、以下「実需者等」という。）との間で、

特定の対象品目の供給に係る契約の締結後に、天候その他やむを得ない理由による供

給量不足を避けるため、契約数量以上の作付けを行い、価格低落時にほ場又は集出荷場

において対象野菜の土壌還元等（以下「出荷調整」という。）を行った場合において、

８の（５）の積立金により収入を補填する場合に、当該生産者等に対し機構が交付金を

交付します。 
（２）数量確保タイプ 

 中間事業者（４の（４）に掲げる者をいう。以下同じ。）が、実需者等との間で、特定

の対象品目の供給に係る契約の締結後に、特定の生産者から仕入れる予定であった野

菜について、当該生産者から仕入れる数量が減少したときに、当該契約と同一の野菜を

確保する必要がある場合であって、かつ、８の（５）の積立金によりその確保に要した

費用の一部を補うときに、当該中間事業者に対し機構が交付金を交付します。 
 
３ 対象品目 

 モデル事業の対象となる野菜（新たな属性を付加することとならない簡易な処理を行っ

たものを含む。）の品目（以下「対象品目」という。）は、キャベツ、きゅうり、さといも、

だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、ピーマン、



 
 

2 
 

ブロッコリー、ほうれんそう及びレタスとします。 
 
４ 事業実施主体 

 モデル事業の事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）は、事業実施及び会計手続

を適切に行い得る体制を有し、出荷調整タイプにあっては（１）から（３）までの者、数

量確保タイプにあっては（４）の者とします。 
 ただし、応募する生産者等又は中間事業者の役員等（役員又は法人である場合は代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が暴力団員（暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

をいう。）である場合には事業実施主体にはなれません。 
（１）対象品目を生産する者 
（２）（１）の者を直接又は間接の構成員とし、対象野菜の契約取引において直接的又は間

接的に販売の委託を受ける農業協同組合若しくは農業協同組合連合会又は事業協同組

合若しくは協同組合連合会 
（３）その他（１）の者を構成員とし、対象野菜の契約取引において直接的又は間接的に販

売の委託を受ける団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定

めがあるものとします。） 
（４）中間事業者（（１）から（３）までの者から対象品目を買い受け、その原体若しくは

対象品目を切断し、又は切断を行った上で１以上の野菜を詰め合わせるなどの加工（す

り潰し、塩蔵、加熱及び冷凍等の加工の度合いの大きいものを除く。以下「カット等」

という。）を行ったものを他の事業者に販売することを業として行う者とします。） 
 
５ モデル事業の対象となる契約等 
（１）モデル事業の契約の相手方となる実需者等は、次の各号に該当する者（応募者と一定

の経営関係を有する者（注）を除く。）のうち、公募開始日の前月までの直近１年間に

応募者と対象品目の取引があった者とします。 
    ア 対象品目（カット等を行ったものを含む。）を原料又は材料として使用することに

より食品の製造又は加工を行うことを業とする者 
    イ 対象品目（カット等を行ったものを含む。）の小売を業とする者 
    ウ 対象品目（カット等を行ったものを含む。）を事業実施主体から買い受けて他の事

業者に販売することを業とする者 
注 応募者と一定の経営関係を有する者とは、次のいずれかに該当する者とします。 
 ａ 事業実施主体の経営を実質的に支配している関係にある者 
 ｂ 事業実施主体が、経営を実質的に支配している関係にある者 
 ｃ 親会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号及び会社法施行規則（平成１

８年法務省令第１２号）第３条に規定する親会社をいう。）又は親会社等（同法第２条第
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４号の２及び同施行規則第３条の２に規定する親会社等をいう。）を同じくする子会社

（同法第２条第３号及び同施行規則第３条に規定する子会社をいう。）又は子会社等（同

法第２条第３号の２及び同施行規則第３条の２に規定する子会社等をいう。）同士の関

係にある者 
 ｄ 事業実施主体の代表者と同一の者が代表者となっている法人 
（２）ただし、応募者が一定の経営関係を有する者と５の（１）の契約を締結した場合であ

っても、両者が一体となって、一定の経営関係を有していない実需者等と対象契約を締

結した場合は本事業の対象とします。 
（３）対象契約は、原則として書面により行い、当該書面には、次に掲げる全ての事項を定

めるものとします。ただし、書面契約を締結しない場合には、事業実施主体、実需者等

の双方が、次の全ての事項に合意したことを証する書面を提出したときには、対象契約

として取り扱うものとします。 
   ア 契約の対象となる対象品目の種類 
   イ 対象品目の供給の期間（令和９年３月末日までに契約期間が終了するもの） 
   ウ 契約期間内に事業実施主体が実需者等に供給しようとする対象品目の数量（以下

「契約数量」という。） 
   エ 対象品目の価格（消費税に相当する額を除く。以下「契約価格」という。） 
（４）数量確保タイプの事業実施主体は、野菜価格安定対策事業の推進について（令和５年

４月２５日付け４農産第４４５３号－１農林水産省農産局長通知）別記５の別添の契

約野菜収入確保モデル事業（以下「局長通知」という。）別表（以下「別表」という。）

２－１及び別表２－２の申込区分の対象出荷期間に係る対象品目を仕入れる仕入先の

生産者（事業実施主体との関係が５の（１）の注書に掲げる者に該当する者を除く。以

下「仕入先生産者」という。）との間の仕入計画（以下「仕入計画」という。）を書面に

より作成するものとします。 
 
６ 事業実施期間 

第１回公募：別表１－１及び別表２－１に定める申込区分の期間 
第２回公募：別表１－２及び別表２－２に定める申込区分の期間 

 
７ 補助対象経費等 
（１）補助対象経費及び補助率 

  本事業の対象となる経費は、モデル事業に要する経費とし、補助率は、定額とします。 
（２）補助限度額 

  補助限度額は、１事業実施主体の申込区分（別表１－１から別表２－２までに定める

申込区分をいう。以下同じ。）ごとに以下のとおりとします。 
   ア ４の（１）の者：７５０万円以内 
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   イ ４の（２）から（４）の者：１,５００万円以内 
 
８ 事業実施主体候補者の採択要件 

 機構は、モデル事業の事業実施主体候補者を、次の全ての要件を満たす者の中から適当

と認める者を採択するものとします。 
（１）対象契約の対象となる対象品目に関し、対象契約の相手方となる実需者等と直近１年

の契約取引実績があること。 
（２）対象契約の相手方となる実需者等と対象契約を締結していること又は当該実需者等

への当該対象品目の供給を開始するまでに対象契約を締結することが確実であると見

込まれること。 
（３）対象契約の内容が過去の取引状況及び当年の作付計画又は仕入計画に照らして確実

に履行されるものであると見込まれること。 
（４）金融機関にモデル事業の実施に係る専用の口座等（モデル事業の積立金を積み立てる

口座で、１１の（１）のイの通知を受けた日から１１の（３）のアの実績報告書の提出

の日までの積立金額が把握できるものを含む。以下「専用口座」という。）を開設等す

ること。 
（５）モデル事業の実施に必要な積立金（以下「積立金」という。）については専用口座に

積立を行うこと。 
（６）対象契約に基づく対象品目の供給前までに積立金を積み立てることが確実であると

見込まれること。 
（７）機構が実施するモデル事業の検証等に必要な調査に協力すること。 
 
９ 応募手続 
（１）公募期間 
    第１回公募：令和８年１月９日（金）から令和８年２月１６日（月）正午 
（２）応募書等の作成 
   ア 契約野菜収入確保モデル事業応募書等（以下「応募書等」という。）を作成し、必要

部数を（１）の公募期間内に提出してください。 
   イ 応募書等は、次の書類によって構成されます。 
   （ア）令和８年度契約野菜収入確保モデル事業応募書（様式１） 
   （イ）事業計画書（様式３又は様式４） 
      事業計画書は、申込区分ごとに作成するものとします。 
  （ウ）令和８年度申請等事務の受託について（様式２） 
    様式２は、応募者ごとにつき１部とし、事務を委託しない場合は、提出不要です。 
（３） 応募方法 
  以下の２つの方法から選択し、応募してください。 
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  ア 郵送又は宅配便による提出 
   アの（ア）の提出先にウの提出書類を１つの封筒に入れ、「契約野菜収入確保モデル

事業応募書在中」と表に朱書きをして提出してください。 
（ア）提出先 

    〒１０６－８６３５ 東京都港区麻布台２－２－１麻布台ビル 
    独立行政法人農畜産業振興機構 野菜振興部契約取引推進課  
  イ 電子メールによる提出 
   イの（ア）の提出先に、ウの提出書類をＰＤＦファイル形式で添付の上、件名に「令

和８年度契約野菜収入確保モデル事業公募に係る応募（申請者名）」を記載し、本文

に「担当者名」及び「連絡先」を必ず記載して提出してください。 
また、１つの電子メールに添付するファイルの最大バイト数は、１５ＭＢ以下としま

す（なお、１５ＭＢを超える場合は、複数のメールに分けて送付することとし、件名

の末尾に通し番号を付してください。）。 
 電子メール受信の確認のため、送付後に（４）の問合せ先までご連絡ください。 

  （ア）提出先 
    anshin831(アットマーク)alic.go.jp 

   ※送信時には、括弧の箇所を半角記号のアットマークに置き換えてください。 
   ウ 提出書類及び部数 
   （ア）応募書等（（２）のイの書類全て）１部 
   （イ）登記簿謄本、会社概要その他応募者の概要の分かる資料並びに定款、規約又は業  

務方法書等の写し１部（ただし、応募者が４の（１）のうち個人の場合を除く。） 
   （ウ）直近の財務内容が分かる資料（決算書、財務諸表等）１部（ただし、応募者が    

４の（１）の場合を除く。） 
   （エ）申請書類チェックシート（別紙２）１部 
    ※ 複数の申込区分に応募する場合は、（ア）のうち令和８年度契約野菜収入確保モ

デル事業応募書（様式１）、令和８年度申請等事務の受託について（様式２）、（イ）、

（ウ）及び（エ）は、応募者ごとに１部、（ア）のうち事業計画書（様式３又は様

式４）については、申込区分ごとに作成し、提出してください。 
（４）問合せ先 

問合せ先：独立行政法人農畜産業振興機構 野菜振興部契約取引推進課  
    電話：０３－３５８３－９８１８ 
   メールアドレス：anshin831(アットマーク)alic.go.jp 

   ※送信時には、括弧の箇所を半角記号のアットマークに置き換えてください。 

    ただし、問合せの受付時間については、月曜日から金曜日まで（祝祭日を除く。）の

午前９時３０分から午後５時４５分までとします（正午から午後１時までを除く。）。 
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（５） その他 
   ア 公募に係る書類の提出は、原則として「郵送又はバイク便を含む宅配（信書として

送達できるものに限る。）」又は「電子メール」とし、やむを得ない場合には「持参」

も可能としますが、「ファクシミリ」等による提出は受け付けません。 
   イ 郵送する場合は、簡易書留、配達記録等を利用し、配達されたことが証明できる方

法によって、提出期間内に必着するようにしてください。 
   ウ 公募期間中に到着しなかった応募書類は、いかなる理由があろうとも無効となりま

す。また、書類に不備がある場合は、審査対象とならない場合がありますので、公募

要領等を熟読の上、注意して記入してください（各様式の（注）に従う他は、申請書

類のフォーマットは変更しないでください。）。 
   エ 応募書類等はパソコンのワープロソフトを用いて作成し、印字した文書を提出して

ください。様式は次のＵＲＬ（機構ホームページ）からダウンロードできます。 
    https://www.alic.go.jp/y-keiyaku/yagyomu03_000105.html 

    様式は、必ず日本産業規格Ａ４サイズの用紙を使用してください。 
   オ 応募のために提供いただく個人情報は、適切な管理の下、公募審査のためにのみ使

用し、それ以外の目的では使用しません。 
 
１０ 事業実施主体候補者の審査 
   事業実施主体候補者の選定は、応募のあった積立金額（以下「応募額」という。）の合計

が交付金の予算額を踏まえて定める上限額（以下「上限額」という。）の範囲内となるよ

う以下の手続により行います。 
（１）審査の方法及び手順 
   ア 事前審査 
      提出書類について、事前審査の結果、応募の要件（事業実施期間、重複申請等の制

限等）を満たしていないもの又は本事業において、応募者が過去３か年に補助金等の

交付決定の取消の原因となる行為があった場合については、イの審査の対象から除

外します。なお、事前審査において追加資料の提出等をお願いすることがあります。 
   イ 審査委員会による審査 
      機構に設置する野菜農業振興事業に係る事業実施主体審査委員会（以下「審査委員

会」という。）は、提出書類をもとに応募の内容について審査します。 
      また、審査委員会が必要と認めた場合には、応募者から事業実施体制等について、  

ヒアリングや追加資料の提出等をお願いすることがあります。 
   ウ 審査は非公開で行います。また、審査委員には、委員として入手した一切の情報を、

委員の職にある期間だけでなく、その職を退いた後においても第三者に漏洩しない

こと、情報を善良な管理者の注意をもって管理すること等の秘密保持の遵守が義務

付けられます。 
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      審査の経過は通知しません。また、委員名及び審査の過程等のお問合せにも応じる

ことはできませんのでご了承ください。 
     なお、提出書類等の審査資料は、返却しませんのでご了承ください。 
（２）重複申請等の制限 
   ア 重複申請 

（ア）局長通知第８の１の（２）により、契約野菜収入確保モデル事業補助実施要領（平

成２３年４月１日付け２２農畜機第５２９８号。以下「補助実施要領」という。）

別記様式第１号の事業実施計画書（以下「事業実施計画書」という。）が認定され

た後、野菜価格安定対策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第３９

４３号農林水産事務次官依命通知）別記２指定野菜価格安定対策事業実施要領第

６の１、別記３契約指定野菜安定供給事業実施要領第６の２（第７の２及び第８の

２で準用する場合を含む。）に係る交付予約、別記４特定野菜等供給産地育成価格

差補給事業実施要領第３の３の（２）又は別記５契約特定野菜等安定供給促進事業

実施要領第４の２に係る契約の締結を行う対象品目の数量に事業実施計画書の対

象出荷期間に係る契約数量を含めることはできません。 
   （イ）また、すでに（ア）の各事業に当該交付予約又は当該契約の締結を行っている対

象品目の数量について、事業実施計画書の対象出荷期間に係る契約数量に含める

ことはできません。 
   イ 不正行為に対する是正措置 
      公募期間中において、野菜農業振興事業補助実施要綱（平成１５年１０月１日付け

１５農畜機第６１号－４）第１２の２の規定に基づき、不正行為に対する是正措置等

を求めている者については、応募することができません。 
（３）事業実施主体候補者の決定 
     審査委員会において、事業実施主体候補者を採択します。審査結果は、機構理事長に

提出され、事業実施主体候補者を決定します。 
     また、応募額の合計が上限額を超過する場合は、別紙１により上限額の範囲内で決定

します。 
（４）審査の観点 
     審査は、審査委員会において８の採択要件による他、別紙１のとおり事業採択上のポ

イントを付け、原則としてそのポイントの高い順に採択します。ただし、応募額の合計

が、採択上限額を超えない場合は、別紙１による事業採択上のポイントの計算は省略し

ます。 
（５）審査結果の通知等 
     審査結果（採択の可否等）については、事業実施主体候補者が決定され次第、速やか

に応募者に対して個別に通知するとともに、事業実施主体候補者を機構のホームペー

ジで公表します。 
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     なお、採択の通知については、交付金を交付する候補となったことをお知らせするも

のであり、交付金の交付は、別途必要な手続を経て、正式に決定します。 
    また、補助限度額は審査結果により応募の金額から減少することがあります。 

 
〈参考〉令和８年度事業実施前に局長通知別記５の別添のモデル事業が改正され、以下の内容が

変更となる可能性があります。 
 
１１ モデル事業の手続 
   モデル事業に係る事業実施計画書の提出及び交付申請等の手続は次のとおりです。 
（１）事業実施計画の提出及び認定 
   ア 申込区分ごとに事業実施計画及び同計画の様式に定める添付書類を添えて、申込区 

分に係る対象出荷期間開始の日の１０日前の日（その日が土曜日、日曜日、国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又は１２月２９日から

翌年１月３日（以下「休日等」という。）に当たるときは、その日の直前の休日等以

外の日）までに提出してください。 
   イ 機構は、提出された事業実施計画が妥当であると認める場合は、事業実施主体に認 

定の通知を行います。 
   ウ 事業実施計画の重要な変更を行う場合には、ア及びイに準じてその提出及び認定等 

を行います。 
（２）交付金の交付 
   ア （１）により認定された事業実施計画に基づいて交付金の交付を受けようとする場 

合は、申込区分ごとに、申込区分に係る対象出荷期間終了の日の属する月の翌々月の

末日（対象出荷期間終了の日の属する月が１月から３月までである場合は、３月２０

日とする。ただし、その日が休日等にあたるときは、その日の直前の休日等以外の日）

までに、交付申請書（兼概算払請求書）に同申請書の様式に定める書類を添えて提出

してください。また、交付申請書における交付金の額は、１４により算出する交付金

の額とします。ただし、対象出荷期間終了の日の属する月が１月から３月までである

場合で、１４による交付金の額が算出できないと機構理事長が認める場合は、１３の

積立金の額の範囲内で見込額によることができるものとし、概算払請求は行えませ

ん。 
   イ 機構は、アにより提出された交付申請書（兼概算払請求書）が妥当であると認める  

場合は、交付決定を行い、通知するとともに、速やかに、交付金の概算払いを行いま

す。 
（３）実績報告等 
   ア 事業が終了したときは、（２）のアの交付申請した日の属する月の翌月末日（対象出

荷期間終了の日の属する月が１月から３月までである場合は、４月２０日とする。た
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だし、その日が休日等にあたるときは、その日の直前の休日等以外の日とする。）ま

でに交付決定のあった申込区分に係る実績報告（兼精算払請求書）に同報告の様式に

定める書類を添えて提出してください。 
   イ 機構は、アの精算払請求等に基づき、適当と認めるものについて、確認した交付金  

の額を通知するとともに、交付金を交付します。 
 
１２ 各タイプの交付対象となる数量 
（１）出荷調整タイプ 
    交付金の交付の対象となる申込数量（以下「申込数量」という）は、１１の（１）の

事業実施計画に記載された申込区分の対象出荷期間に係る契約数量又は当該対象契約

の実需者との過去３年間における当該出荷期間に相当する期間の契約取引数量のうち

最も大きい数量のいずれか少ない数量の１０分の３を限度とします。 
（２） 数量確保タイプ 
     申込数量は、次の各号に掲げる数量のうちいずれか少ない数量に２分の１を乗じて得

た数量を限度とします。 
   ア 申込区分の対象出荷期間に係る契約数量（対象品目の重量が当該対象品目の原体と 

なる野菜の重量（以下「原体重量」という。）と異なる場合にあっては、原体重量に

換算した数量をいう。以下１４の（２）のエの（ア）において同じ。） 
   イ 仕入計画数量（事業実施主体が仕入先生産者から買い受けることを計画している対 

象品目の国産の数量として各仕入先生産者の仕入計画に記載されている数量の合計

又は過去３年間における申込区分に係る対象出荷期間に相当する期間の仕入先生産

者から出荷された数量のうち最も大きい数量のうち、いずれか少ない数量をいう。以

下同じ。） 
 
１３ 各タイプの積立金の額 
（１）出荷調整タイプ 
   ア 積立金の額は、申込区分ごとに、出荷調整申込単価に、申込数量及び負担割合を乗  

じて得た額とします。 
   イ アにおいて、出荷調整申込単価は、別表１－１及び別表１－２に定める平均価額又

は契約価格のそれぞれ１０分の７を乗じて得た額のうちいずれか低い額とします。 
   ウ アにおいて、負担割合は２分の１とします。 
   エ 事業実施主体が１１の（１）のイの通知を受けた日から１１の（２）のイの通知   

を受けた日まで、専用口座の預金額が積立額（１１の（１）に定める事業実施計画に

記載された事業実施主体による積立金の額をいう。以下同じ。）を下回ってはなりま

せん。 
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（２）数量確保タイプ 
   ア 積立金の額は、申込区分ごとに数量確保申込単価に申込数量及び負担割合を乗  

じて得た額とします。 
   イ アにおいて、数量確保申込単価は、購入限度価額（仕入計画数量について加重平均  

した取引予定価格（消費税に相当する額を除く。以下「取引予定価格」という。）に

限度率（１００ 分の１５０、１００ 分の２００ 及び１００ 分の３００ のうちか

ら、事業実施主体が選択する率をいう。）を乗じて得た額をいう。１４の（２）のク

の（イ）において同じ。）から取引予定価格を差し引いて得た額に０．９を乗じて得

た額とします。 
   ウ アにおいて、負担割合は２分の１とします。 
   エ 事業実施主体が１１の（１）のイの通知を受けた日から１１の（２）のイの通知を  

受けた日まで、専用口座の預金額が積立額を下回ってはなりません。 
 
１４ 交付金の額等 
（１）出荷調整タイプ 
   ア 機構からの出荷調整交付金の交付は、申込区分ごとに、対象出荷期間に対象契約に 

より出荷した対象品目と同一の対象品目の当該期間における平均取引価額（以下「平

均取引額」という。）が、発動基準額を下回った場合（以下「発動要件」という。）に

おいて、当該旬又は翌旬に出荷調整を行った場合に行うものとします。 
   イ 機構は、当該日が発動条件を満たす日に該当するか否かその翌開市日にインターネ

ットを通じて公表するものとし、事業実施主体は当該日がアに規定する発動要件を

満たし、当該旬又は翌旬に出荷調整を実施しようとする場合には、発動の要件を満た

す日から５日以内に実施する旨を機構へ申し出ることとします。 
   ウ アの出荷調整交付金の額は、申込区分ごとに、旬ごとの交付対象出荷調整数量に出

荷調整交付金単価及び負担割合を乗じて得た額の合計額と交付決定額（ただし、１１

の（１）のイの通知を受けた日から１１の（２）のイの通知を受けた日までの間にお

いて、専用口座の預金額が積立額を下回ったと認められた場合には、当該預金額が最

も少なかったときの額とします。以下同じ｡）のいずれか低い額とします。 
   エ ウにおいて、交付対象出荷調整数量は、次の算式により算出するものとします。た

だし、当該算定結果が、事業実施主体が出荷調整を実施した当該対象野菜の数量（以

下「出荷調整実績数量」という。）を上回った場合は、当該出荷調整実績数量を交付対

象出荷調整数量とします。 
   （A+B+C）×D÷（D+E）－B 

     A は、当該旬に個別契約によらないで卸売市場に出荷した対象野菜の数量 

     B は、当該旬に個別契約の実需者等に出荷した対象野菜の数量 

     C は、当該旬の出荷調整実績数量 
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     D は、当該旬の旬別契約等数量 

     E は、当該旬に個別契約によらないで卸売市場に出荷することを計画していた数量 
   オ ウにおいて、出荷調整交付金単価は、別表に定める平均価額又は契約価格のそれぞ

れ１０分の７を乗じて得た額のうちいずれか低い額とします。 
（２） 数量確保タイプ 
   ア 機構からの数量確保交付金の交付は、申込区分ごとに、対象出荷期間に対象契約に

より出荷した対象品目と同一の対象品目の当該期間における平均取引価額が、指標

価額（別表２－１及び２－２に定める申込区分ごとに、同表の指標価額の欄に掲げる

額をいう。以下同じ。）を上回った場合であって、仕入先生産者からの供給量が不足

し、当該平均取引価額に係る旬に対象契約を履行するために卸売市場等から国産の

野菜を充当した場合に行うものとします。 
   イ アの数量確保交付金の額は、申込区分ごとに、旬ごとの交付対象取引数量に数量確

保交付金単価及び負担割合を乗じて得た額の合計額と交付決定額のいずれか低い額

とします。 
   ウ イにおいて、交付対象取引数量は、アの平均取引価額が指標価額を上回った旬（以

下「発動旬」という。）の契約出荷数量に調達割合を乗じて得た数量（以下「旬別充

当数量」という。）とします。ただし、旬別充当数量の合計が申込数量を上回る場合

の交付対象取引数量は、旬別充当数量を旬別充当数量の合計で除して得た割合に申

込数量を乗じて得た数量とします。 
   エ ウにおいて、契約出荷数量は、発動旬ごとの数量とし、次の各号に掲げる数量のう

ちいずれか少ない数量とします。 
   （ア）旬別出荷計画数量（１２の（２）のアの申込区分の対象出荷期間に係る契約数量

のうち旬別の出荷計画数量（１１の（１）のアの書類に記載された数量をいう。）

をいう。） 
（イ）事業実施主体が申込区分に係る対象出荷期間に対象契約に基づき対象品目を出

荷した数量（当該数量が、原体重量と異なる場合にあっては、原体重量に換算し

た数量） 
   オ ウにおいて、調達割合は、調達数量を事業実施主体における対象品目の全ての仕入

数量（仕入先生産者からの仕入数量（各仕入先生産者から各仕入計画数量以上の出荷

があった場合であって、対象契約を履行するために各仕入計画数量を超えて購入し

た数量が各取引予定価格よりも高い場合は、当該各仕入計画数量を超えて購入した

もの（以下「計画超過分」という。）を除く。以下同じ。）と仕入先生産者以外からの

国産仕入数量（計画超過分を含む。）の合計をいう。）で除して得た割合とします。 
   カ オにおいて、調達数量は、次の各号に掲げる数量のうちいずれか少ない数量としま  

す。 
   （ア）旬別仕入計画数量（仕入計画数量のうち旬別の数量として１１の（１）のアの書
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類に記載された数量をいう。）から仕入先生産者からの仕入数量を差し引いて得

た数量 
   （イ）仕入先生産者以外から購入した国産の対象品目の数量（計画超過分を含む。） 
   キ イにおいて、数量確保交付金単価は、申込区分ごとに発動旬ごとの数量確保価格か

ら取引予定価格を差し引いた額に０．９を乗じて得た額とします。 
   ク キにおいて、数量確保価格は次の各号に掲げる額のうち最も低い額とする。 
   （ア）調達価格（仕入先生産者以外から購入した国産の対象品目（計画超過分を含む。） 

の加重平均価格（消費税に相当する額を除く。）をいう。） 
   （イ）購入限度価額 
 
１５ 事業実施主体の責務 
    事業実施主体は、モデル事業の実施及び交付される交付金の執行に当たって、次の条

件を守らなければなりません。 
（１）モデル事業の推進 
     事業実施主体は、公募要領の他、局長通知及び補助実施要領等を遵守し、モデル事

業の推進全般についての責任を持たなければなりません。また、事業実施計画、交付申

請書及び実績報告書の提出については、適切かつ遅滞なく行うとともに、それらの書類

については事業実施年度の翌年度から起算して５年間整備保管する必要があります。

なお、事業実施主体は、実需者等との契約を順守するため、善良なる管理者の注意をも

ってモデル事業を行う必要があり、契約取引において不正が認められる場合は交付金

を受けることができません。 
（２）交付金の経理管理 
    交付を受けた交付金の会計手続に当たっては、次の点に留意する必要があります。 
   ア この交付金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０

年政令第２５５号）が適用されます。 
   イ 事業実施主体は、モデル事業のために専用口座を設け、積立金の積立てを行い、専

用口座の管理を適正に行う必要があります。 
（３）機構が行う調査に対する協力 
     機構は、モデル事業の実施期間中、所期の目的が達成されるよう、事業実施主体に

対し、モデル事業の実施上必要な指導・助言を行うとともに、モデル事業の進捗状況に

ついて年度途中に調査（現地調査を含む。）を行うことがあります。また、モデル事業

の実施終了後にモデル事業が適切に行われたかどうかを調査することがあります。 
    事業実施主体は、機構の求めに応じて、これらの調査が適切に実施されるよう協力

いただくこととなります。 
（４）環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの提出 
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   事業実施主体は、野菜価格安定対策事業の推進について第３の４の②に定める環境

負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（以下「チェックシート」という。）

の提出を同一事業年度（局長通知別表に掲げる対象出荷期間がその年の４月１日から

翌年３月１日までの間に開始する申込区分をいう。以下同じ。）において一事業実施主

体につき二回とし、当該事業実施主体の申込区分のうち当該事業年度において最初に

作成する局長通知第８の事業実施計画及び局長通知第 10の実績報告と併せて当該事業

年度において当該事業実施主体の申込区分に係る対象品目全体について機構に提出し

ていただくこととなります。ただし、当該事業実施主体が全ての申込区分において実績

報告を行わない場合は、実績報告時に係るチェックシートの提出は不要とします。 
（５）その他 
   その他モデル事業の円滑な実施のため、機構の指示に従っていただくことがありま

す。 
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別紙１  
事業採択上のポイントの付け方等について 
 
公募要領１０に定める審査は申込区分ごとに行い、上限額は第１回公募及び第２回公募

に案分して、各回の公募における上限額（以下「各回上限額」という。）とします。各回ご

に、応募額の合計が各回上限額を超える場合には、次の手順により、採択します。 
 
１ 各回ごとに、事業のタイプごとの応募額の合計額を全ての事業のタイプの応募額の合

計額で除した割合を各回上限額に乗じて得た額を、当該事業のタイプの上限額とします。 
２ 事業の採択については、事業のタイプごとに、ポイントの高い申込区分から順に、当該

事業のタイプの上限額の範囲内で行うことを基本とします。 
３ 事業採択上の基準となるポイントは、応募があった申込区分について、１日あたりの契

約取引の規模ポイント P1、契約取引の割合ポイント P2 及び優先採択希望ポイント P3 を

合計したポイントを事業採択上のポイント（以下単に「ポイント」という。）とすること

を基本とします。配点の基本的な考えは、以下の通りです。  
 
（１）１日あたりの契約取引の規模ポイント P1  

応募があった申込区分と同一品目の、直近年（ただし、当該申込区分が複数年にまた

がる場合は、実績が確定している直近年とします。以下同じ。）の同一期間における契

約取引による販売金額の合計（当該申込区分と同一の実需者等に対する販売金額に限

る。以下同じ。）を算出し、これを当該申込区分の期間の日数で除して得た値をχとし

ます。  
このとき、事業のタイプごとに、χの値を大きい順に並べたときの順位を S1、当該

事業のタイプへの応募があった申込区分数をｎとし、当該ポイント P1 ＝ 10×（1－
（Ｓ1－１）／ｎ） とします。  

 
（２）契約取引の割合ポイント P2  

応募があった申込区分と同一品目の、直近年の同一期間における契約取引による販

売金額の合計を、当該申込区分と同一品目の、直近年の同一期間における全販売金額で

除した値に 100 を乗じて得た値をｙとします。  
このとき、事業のタイプごとに、ｙの値を大きい順に並べたときの順位を S2、当該

事業のタイプへの応募があった申込区分数をｎとし、当該ポイント P2 ＝ 10×（1－
（Ｓ２－１）／ｎ）とします。  

 
（３）優先採択希望ポイント P3  

応募者は、様式１の３により、事業のタイプごとに、優先採択希望ポイントの対象
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とする申込区分を設定します。  
このとき、優先採択希望ポイントの対象とする申込区分の積立金の額の累計が、事

業のタイプごとに、公募要領４の（1）の者にあっては７５０万円、同（２）から（４）

までの者にあっては１５００万円を超えない範囲で設定してください。対象となる

申込区分については P3＝20 とします。  
なお、この金額を超えて優先採択希望ポイントの対象となる申込区分を設定した

場合は全ての申込区分について P3＝０とします。  
 
※採択においてポイントが同点の場合には、χにｙを乗じた値の大きい順に採択を行い、そ

れでも差がつかない場合には、χの値の大きい順に採択を行うものとします。以上の算定を

行っても差がつかない場合には、応募書類の内容等をもとに、審査委員会において採択する

こととします。
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様式１ 
   年  月  日 

 
令和８年度契約野菜収入確保モデル事業応募書 

 
 
 

（受付番号欄は記入しないでください） 

令和８年度契約野菜収入確保モデル事業公募要領（令和８年１月９日付け７農畜機第

6428号）に基づき、事業実施主体候補者の公募に応募します。 

１ 応募者概要 

フリガナ   

 

法人・団体名 

又は 

応募者の氏名 

 

代表者役職名 

(法人・団体のみ記入)
 代表者氏

名 
 

事務担当者 

所属部署名 
 

事務担当

者氏名 
 

住  所 
〒 

 

電話番号  ＦＡＸ  

携帯電話  E-mail アドレス  

申請等事務 

委託先名 

（様式２のとおり） 

 

注 申請等事務委託先名は、申請等事務を委託する場合のみ記載ください。 
 
２ 応募する事業タイプ及び公募要領の４に定める要件 

 事業タイプ 公募要領の４に定める要件について 

□ 出荷調整タイプ □ ４の（１） □ ４の（２） □ ４の（３） 

□ 数量確保タイプ □ ４の（４） 

注 応募する事業タイプのボックス及び公募要領の４の（１）から（４）のどれに当たるか
☑印を記入ください。 

 
 

受付番号 
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３ 公募要領の別紙１の３の（３）の優先採択希望ポイントの対象となる申込区分の設定に

ついて 
（１）出荷調整タイプ 

申込区分 積立金額

（円） 

積立金額累計

（円） 対象品目 対象出荷期間 

    

    

    

注１ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

注２ 生産者は積立金額累計が 750 万円以内、その他事業実施主体者は同 1500 万円以内

になるよう、該当する申込区分の対象品目、対象出荷期間、積立金額及び積立金額累

計を記入してください。 

 

（２）数量確保タイプ 

申込区分 
積立金額（円） 

積立金額累計

（円） 対象品目 対象出荷期間 

    

    

    

注１ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

注２ 積立金額累計が 1500 万円以内になるよう、該当する申込区分の対象品目、対象出

荷期間、積立金額及び積立金額累計を記入してください。 
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４ 公募の応募に関しての確認事項等 

①  公募要領に基づき公募に応募し、事業実施に当たっては、野菜価格安定対策事業の推進

について（令和５年４月２５日付け４農産第４４５３号－１農林水産省農産局長通知）別

記５の別添の契約野菜収入確保モデル事業及び契約野菜収入確保モデル事業補助実施要領

（平成２３年４月１日付け２２農畜機第５２９８号）等の規定を遵守すること。 

②  本応募書、事業計画書等の申請書類に誤りのないこと。 

③  モデル事業に関する報告、調査等について、独立行政法人農畜産業振興機構から求め

られた場合には、それに応じること。 

④  モデル事業に係る取引の出荷数量及び販売代金を明らかにした帳簿及び関係書類を、

事業の完了した年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管し、独立行政法人農畜

産業振興機構から閲覧、提出の求めがあった場合には、それに応じること。 

⑤  以下の場合には、交付金を返還すること。 

（１）公募応募書類、事業実施計画書、交付申請書、実績報告書及びその他の提出書類に

おいて、虚偽の内容を申請したことが判明した場合 

（２）モデル事業に関する調査、報告等に応じない場合 

（３）必要書類が保管されておらず、要件を満たすことが確認できない場合や提出を拒む

場合 

⑥  別添資料の個人情報の取扱いに記載された内容 

⑦  応募者又はその役員等（役員又は団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実

質的に関与している者をいう。）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこ 

と。また、暴力団員であることが判明した場合には、既に交付された交付金を返還する

こと。 

（公募要領４の事業実施主体に該当する場合） 

⑧  構成員が園芸施設を設置した上で対象品目を生産する場合には、当該構成員に対し、

農業保険法（昭和22年法律第185号）に基づく施設園芸共済又は民間の建物共済や損害 

補償保険等（天災等に対する補償を必須とする。）への積極的な加入を促すよう努めるこ 

と。 

上記について確認し、同意しました。 

 応募者氏名 又は 

法人・団体名 

代表者役職名 

代表者氏名 
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別添資料 

 

個人情報の取扱い 

 

 以下の「個人情報の取扱いについて」をお読みいただき、同意される場合は様式１の契

約野菜収入確保モデル事業応募書の４の公募の応募に関しての確認事項等に記名くださ

い。 

 

契約野菜収入確保モデル事業の実施に係る個人情報の取扱いについて 

 

 独立行政法人農畜産業振興機構は、契約野菜収入確保モデル事業の実施のため、公募

の応募者から提出された応募書、その他事業実施に際して提出された文書に記載された

個人情報について関係法令に基づき適正に管理し、本事業の実施及び経営安定に関する

業務のために利用します。 

 また、独立行政法人農畜産業振興機構は、関係法令に基づく提供のほか本事業の適正

な実施のため、本事業の応募書、その他事業実施に際して提出された文書に記載された

内容を参加者の関係する次の関係機関（注）に必要最小限度において提供又は確認する

場合があります。 

 

注 関係機関 

  ①農林水産省 

  ②都道府県 

  ③都道府県野菜価格安定法人 

  ④申請等事務委託先（委託を行っている場合） 

  ⑤農業経営収入保険事業を行うことができる全国を区域とする農業共済組合連合会

及び当該事業の業務委託先 
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別紙２ 

 
申 請 書 類 チ ェ ッ ク シ ー ト 

 

応募者名  

 
申請書類の内容チェック 

応募者 

ﾁｪｯｸ欄 
様 式 申  請  書  類 

提 出 

部 数 

機構 

ﾁｪｯｸ欄 

（※） 

備考 

□  申請書類チェックシート（本

紙） 
１部 □ 

 

□ 様式１ 
契約野菜収入確保モデル事業

応募書 
１部 □ 

（注５） 

有 無 

□ □ 
様式２ 

令和８年度申請等事務の受託

について 
１部 □ 

（注５） 

有 無 

□ □ 
様式３ 事業計画書（出荷調整タイプ） 

部 

（注４） 
□ 

（注６） 

有 無 

□ □ 
様式４ 事業計画書（数量確保タイプ） 

部 

（注４） 
□ 

（注６） 

有 無 

□ □ 
  登記簿謄本 １部 □ 

（注５） 

（注７） 

有 無 

□ □ 
  

応募者の概要が分かる資料（パ

ンフレット等） 
１部 □ 

（注５） 

（注７） 

有 無 

□ □ 
  

定款、規約又は業務方法書等の

写し 
１部 □ 

（注５） 

（注７） 

有 無 

□ □ 
  直近の財務内容が分かる資料 １部 □ 

（注５） 

（注８） 

注１ 申請書類について漏れがないかチェックの上、本紙も提出してください。 

注２ 本紙は、１応募者ごとに１枚作成してください。 

注３ 機構チェック欄（※）には記入しないでください。 

注４ 申込区分数分の部数を記載してください。 

注５ 応募者ごとに必要となります。 

注６ 申込区分ごとに必要となります。 

注７ 応募者が公募要領４の（１）のうち個人の場合は添付不要とします。 

注８ 応募者が公募要領４の（１）の場合は添付不要とします。 
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様式２  

令和８年度申請等事務の受託について 

 

 令和８年度契約野菜収入確保モデル事業の当該応募者に係る公募及び事業実施主体とし

ての下記２の事務手続き等について受託します。 

１ 受託者 

フリガナ  

 

受託者の氏名 

又は 

法人・団体名 

 

フリガナ  

代表者役職名 

代表者氏名 

（法人・団体のみ記入） 

 

フリガナ  

担当部署 

担当者氏名 

（法人・団体のみ記入） 

 

住所 
 

電話番号  ＦＡＸ  

携帯電話  ｅメールアドレス  

 

２ 受託する事務の内容 

事務受託する内容 チェック欄 

１ 本事業の応募書等の作成支援及び独立行政法人農畜産業振興機構(以下

「機構」)への送付 
□ 

２ 本事業の交付金の交付手続き等に係る申請書類の作成支援及び機構への

送付 
□ 

３ 本事業の提出書類の内容等に関する機構からの照会、問い合わせの対応 □ 

４ 本事業に係る機構からの調査、報告依頼の対応 □ 

５ 本事業に係る帳簿及び関係書類の整備保管 □ 

６ 本事業に係る会計検査院の実施する会計実地検査の立会 □ 



応募者名：      
対象品目：      

対象出荷期間：  ～   
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様式３ 

事業計画書（出荷調整タイプ） 

 

下記の対象契約の締結後に、申込区分に係る対象野菜について、作柄不良等による供給量

不足を避けるため、契約数量以上の作付けを行い、価格低落時に出荷調整（土壌還元等）を

行った場合に、当該者の経営に及ぼす影響を緩和するために、積立金により収入の減少を補

填する。 

 
１ 応募する内容 

申込区分（注１） 申込希望数量

（kg） 

（注２） 

積立金額（円） 

（注３） 対象品目 対象出荷期間 

    ～   

注１ 対象品目及び対象出荷期間は、別表１－１又は別表１－２の申込区分から転記して

ください。 

注２ ３の申込希望数量から転記してください。 

注３ ３の積立金額から転記してください。 

 

２ 応募する申込区分に係る対象契約の内容一覧 

実需者等名 契約期間 
契約予定数量（kg） 

（注１） 

出荷計画数量

（kg） 

（注２） 

契約価格 

（円/kg） 

（注３） 

 ～    

 ～    

合計    

注１ 契約予定数量は、実需者等別の契約期間において、契約を予定している数量を記載し

てください。 

注２ 出荷計画数量は、契約予定数量のうち、対象出荷期間において出荷を計画している数

量を記載してください。 

注３ 契約価格は、消費税に相当する額を控除した額としたうえで、小数点第３位を四捨五

入してください。 

注４ １つの実需者等について、任意の期間ごと又は規格ごとに契約価格が異なる場合は、

当該期間別に１行ずつ記載してください。 

注５ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 
 

 



応募者名：      
対象品目：      

対象出荷期間：  ～   
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３ 応募する申込区分に係る積立金額（予定） 
 

平均価額（注１） Ａ 円 

契約価額（注２） Ｂ 円/kg 

出荷調整申込単価 Ｃ（Ａ×０．７又は 

Ｂ×０．７のいずれか小さい価格）（注３） 
円/kg 

申込希望数量 Ｄ（注４） kg 

積立金額 Ｅ（Ｃ×Ｄ÷２）（注５） 円 

□ 対象契約に基づく対象品目の供給前までに積立金を積み立てることが 

できる。（注６） 

注１ Ａは別表１－１又は別表１－２の申込区分ごとの平均価額を記載してください。 

注２ 日別、契約相手別、規格別等個別単価が複数ある場合の契約単価は、それぞれ契約数

量により加重平均し、kg単位で記載してください。(小数点第３位を四捨五入) 

注３ Ｃは小数点第３位を四捨五入してください。 

注４ ５の（４）の申込上限数量以下で、かつ積立金額が補助限度額の範囲内となるように

調整した数量を記載してください。 

注５ 積立金の額に千円未満の端数を生ずる場合は、千円未満を切り下げてください。 

注６ 積立金を上記のとおり積み立てることができる場合は、ボックスに☑印を記入してください。 

 

４ 対象契約に係る実需者等の概要 

実需者等名 

代表者役職名 

代表者氏名 

本社所在地 

（都道府県名市町村名） 

業種 

（注

２） 

関係

性 

（注

３） 

一定の経営

関係を有す

る者 

代表者役職

名 

代表者氏名 

関係

性 

（注

３） 

    

  

    

  

注１ ２で記載した実需者等を記載してください。 

注２ 業種は、以下から該当する番号を選択し、記載してください。 



応募者名：      
対象品目：      

対象出荷期間：  ～   
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① 対象品目を原料又は材料として使用することにより食品の製造又は加工を行う

ことを業とする者 

② 対象品目を応募者から買い受けて他の事業者に販売することを業とする者 

③ 対象品目の小売を業とする者 

注３   応募者の実需者等及び一体的な者に対する関係性又は実需者等及び一体的な者の

応募者に対する関係性について、以下から該当する番号を選択し、記載してくださ

い。 

① 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 50％超 

② 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 40％超かつ以下のいずれ

かに該当 

イ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有分、緊密な関係者の所有分、同

一内容の議決権行為に同意している者の所有分の合計）が 50％超 

ロ 取締役会等の構成員の過半数が自己の役職員等（役職員等であった者を含

む。） 

ハ 重要な財務・事業の方針の決定を支配する契約等 

ニ 融資比率（債務保証等を含む。）50％超 

ホ その他、重要な財務・事業の方針の決定を支配していることが推測される事

実があること 

③ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有していない分を含む）が 50％超か

つ②のロ～ホのいずれかに該当 

④ 親会社又は親会社等を同じくする子会社又は子会社等同士である。 

⑤ 同一の者が代表者となっている。 

⑥ ①～⑤の関係はない。 

注４ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 
 
５ 申込区分に係る過去の取引実績等 

（１）申込区分の対象契約に係る実需者等との契約取引実績 
 実需者等名： 
①    年  月  日 から     年  月  日まで  （直近） 

実取引数量（㎏）  
実取引金額（円）  
②    年  月  日 から     年  月  日まで 

実取引数量（㎏）  
実取引金額（円）  
 ③    年  月  日 から     年  月  日まで 
実取引数量（㎏）  
実取引金額（円）  
注１ 今回応募の申込区分に相当する出荷期間とし、２で記載した実需者等ごとに直近３年 

間の実績を記入してください。 
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注２ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 
注３ ①から直近の実績を記入してください。 
 
（２）申込区分に係る全契約取引実績 
    年  月  日 から     年  月  日まで 
実取引数量（㎏）  
実取引金額（円）  
注   （１）①の実取引数量及び実取引金額に、（１）の①と同一の期間の対象品目のその他

実需者等との契約取引実績を加えた取引実績を記載してください。 
（３）申込区分に係る全取引実績 
    年  月  日 から     年  月  日まで 
実取引数量（㎏）  
実取引金額（円）  
注 （２）の実取引数量及び実取引金額に、（２）と同一の期間の対象品目の市場出荷等 

の実績を加えた全取引実績を記載してください。 

（４）交付対象となる申込上限数量 
（１）の①から③までのうち最も大きい 
実取引数量（㎏）（A） 

 

２の出荷計画数量（㎏）（B）  
申込上限数量（kg）：（A）と（B）のいずれか 
小さい数量×30％ 

 

 

６ ほ場一覧表 

ほ場の所在地（都道府県名市町村名） 作付面積（アール） 

  

  

  

作付面積計  

注 作付面積欄には、契約期間中に１つのほ場で対象品目を複数回作付する場合は、その延

べ面積を記入してください。 

 

７ 月（旬）別の契約取引、非契約取引別出荷計画 

  対象品目： 

  対象出荷期間：      月  日   ～   月  日 
 

          月          月           月 
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上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計 

契約 

取引計 

（ｋｇ） 

            

非契約 

取引計 

（ｋｇ） 

            

合 計 

（ｋｇ） 

            

 

              月              月  

合 計 
上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計 

契約 

取引計 

（ｋｇ） 

         

非契約 

取引計 

（ｋｇ） 

         

合 計 

（ｋｇ） 

         

注）「契約取引」の欄には、申込者が行っている業務区分に係る全ての契約取引を記入する。

「非契約取引」の欄には、「契約取引」以外の全てを記入する(市場への委託出荷を含む｡) 
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様式４ 

事業計画書（数量確保タイプ） 

 

 下記の対象契約の締結後に、特定の生産者から仕入れる予定であった野菜について、当

該生産者から仕入れる数量が減少したときに、当該契約と同一の野菜を確保する必要があ

る場合であって、当該同一の野菜を卸売市場等から購入して確保した場合に、その確保に

要した費用の一部を積立金により補う。 

 

１ 応募する内容 

申込区分（注１） 申込希望数量（kg） 

（注２） 

積立金額（円） 

（注３） 対象品目 対象出荷期間 

  ～   

注１ 対象品目及び対象出荷期間は、別表２－１又は２－２の申込区分から転記してくだ

さい。 

注２ ６の申込希望数量から転記してください。 

注３ ６の積立金額から転記してください。 

 

２ 応募する対象契約の内容一覧 

実需者等名 契約期間 
契約予定数量（kg） 

（注１） 

出荷計画数量

（kg） 

（注２） 

出荷形態 

及び単位 

（注３） 

  ～       

  ～       

合計      

注１ 契約予定数量は、実需者等別の契約期間において、契約を予定している数量を記載し

てください。契約予定数量が加工等により原体重量と一致しない場合は、計画の歩留率

で除すなどし、原体重量に換算した数量を記載してください。 

注２ 出荷計画数量は、契約予定数量のうち、１の対象出荷期間において出荷（定量・定価

格）を計画している数量を記載してください。 

注３ 出荷する形態（原体、カット、他の野菜とパッキング等）及びその出荷する単位（kg、

個、ケース等）を記載してください。 

注４ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 
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３ あらかじめ契約価格を定める期間 

実需者等名 あらかじめ契約価格を定める期間 備考 

  シーズン値決め・月決め・その他・（      ）  

 シーズン値決め・月決め・その他・（      ）  

  シーズン値決め・月決め・その他・（      ）  

注１ 該当するものに○を付してください。その他に該当する場合は、備考欄に内容を記載

してください。 

注２ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

 

４ 仕入先生産者からの仕入計画 

仕入先 

生産者名 
仕入計画数量（kg）Ａ（注１） 

取引予定価格 

（円/kg） 

Ｂ（注２） 

仕入予定額（円） 

Ｃ（Ａ×Ｂ） 

    

    

合計    

注１ 対象出荷期間において、仕入先生産者から直接買い受ける予定の数量を記載してく

ださい。 

注２ 取引予定価格は、消費税相当額を控除した額としたうえで、小数点第３位を四捨五入

し、合計欄には、仕入先生産者別の仕入計画数量による加重平均価格を記載してくださ

い。 

注３ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

 

５ 仕入先生産者からの仕入数量（過去３か年） 

仕入先 

生産者名 

   年 月 日 

～   年 月 日 

   年 月 日 

～   年 月 日 

   年 月 日 

～   年 月 日 

 kg kg kg 

 kg kg kg 

合計 kg kg kg 

注１ ４の仕入先生産者ごとに記載してください。 

注２ 今回応募の申込区分に相当する出荷期間とし、直近から左詰めに当該実需者等との

契約取引実績を記載してください。 

注３ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。  
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６ 応募する申込区分に係る積立金額（予定） 

４の取引予定価格の合計欄の価格 Ａ 円/kg 

購入限度額 Ｂ（注１） 
    円/kg

（   ％） 

数量確保申込単価 Ｃ（（Ｂ-Ａ）×0.9）   円/kg    

２の出荷計画数量の合計 Ｄ kg 

４の仕入計画数量の合計 Ｅ kg 

５の過去３か年の最も大きい数量 Ｆ（注２） kg 

Ｇ（Ｄ、Ｅ又はＦのうち、最も少ない数量÷２） kg 

申込希望数量 Ｈ（Ｇ以下で申込）（注３） kg 

積立金額 （Ｃ×Ｈ÷２）（注４） 円 

□ 対象契約に基づく対象品目の供給前までに積立金を積み立てることができる。 

注１ Ａに、150％、200％又は 300％のいずれかを選択により乗じ、小数点第３位を四捨五

入したものを記載してください。（ ）内には、当該選択したものを記載してください。 

注２ ５の過去３か年の仕入数量の合計のうち、最も大きい数量を転記してください。 

注３ Ｇの数量以下で、かつ積立金額が補助限度額の範囲内となるように調整した数量を

記載してください。 

注４ 積立金の額に千円未満の端数を生ずる場合は、千円未満を切り下げてください。 

注５ 積立金を上記のとおり積み立てることができる場合は、ボックスに☑印を記入してください。 

 

７ 対象契約に係る実需者等の概要 

実需者等名 

代表者役職名 

代表者氏名 

本社所在地 

（都道府県名市町村名） 

業種 

（注２） 

関係性 

（注３） 

      

      

注１ ２で記載した実需者等を記載してください。 

注２ 業種は、以下から該当する番号を選択し、記載してください。 

① 対象品目を原料又は材料として使用することにより食品の製造又は加工を行う

ことを業とする者 

② 対象品目を応募者から買い受けて他の事業者に販売することを業とする者 

③ 対象品目の小売を業とする者 

注３ 応募者の実需者等に対する関係性又は実需者等の応募者に対する関係性について、

以下から該当する番号を選択し、記載してください。 

① 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 50％超 

② 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 40％超かつ以下のいずれ

かに該当 

イ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有分、緊密な関係者の所有分、同
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一内容の議決権行為に同意している者の所有分の合計）が 50％超 

ロ 取締役会等の構成員の過半数が自己の役職員等（役職員等であった者を含

む。） 

ハ 重要な財務・事業の方針の決定を支配する契約等 

ニ 融資比率（債務保証等を含む。）50％超 

ホ その他、重要な財務・事業の方針の決定を支配していることが推測される事

実があること 

③ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有していない分を含む）が 50％超か

つ②のロ～ホのいずれかに該当 

④ 親会社又は親会社等を同じくする子会社又は子会社等同士である。 

⑤ 同一の者が代表者となっている。 

⑥ ①～⑤の関係はない。 

注４ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

 

８ 申込区分の対象契約に係る実需者等との取引数量 

   年 月 日から   年 月 日まで 

実需者等名 実取引数量（kg） 実取引金額（円） 

    

    

合計   

注１ 今回応募の申込区分に相当する出荷期間とし、直近の当該実需者等との契約取引実

績を記載してください。 

注２ ２で記載した実需者等を記載してください。 

注３ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 

 

９ 申込区分の全契約取引実績 

年 月 日から   年 月 日まで 

実取引数量（kg） 実取引金額（円） 

   

注１ ８の実取引数量及び実取引金額に、８と同一の期間の対象品目のその他実需者等と

の契約取引実績を加えた全契約取引実績を記載してください。 

 

１０ 申込区分の全取引実績 

   年 月 日から   年 月 日まで 

実取引数量（kg） 実取引金額（円） 

   

注１ ９の実取引数量及び実取引金額に、９と同一の期間の対象品目の市場出荷等の実績

を加えた全取引実績を記載してください。 



応募者名：      
対象品目：      

対象出荷期間：  ～   
 

31 
 

１１ 対象契約に係る仕入生産者の概要 

仕入先生産者名 

代表者役職名 

代表者氏名 

本社所在地 

（都道府県名市町村名） 

区分 

（注２） 

関係性 

（注３） 

      

      

注１ ４で記載した仕入先生産者を記載してください。 

注２ 区分は、以下から該当する番号を選択し、記載してください。 

   ① 対象品目を生産する者 

   ② ①の者を直接又は間接の構成員とする農業協同組合、農業協同組合連合会、事業

協同組合又は協同組合連合会 

   ③ その他①の者が直接又は間接の構成員となっている②以外の団体 

注３ 応募者の仕入先生産者に対する関係性又は仕入先生産者の応募者に対する関係性に

ついて、以下から該当する番号を選択し、記載してください。 

① 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 50％超 

② 議決権の所有割合（子会社及び子会社等を含む。）が 40％超かつ以下のいずれ

かに該当 

イ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有分、緊密な関係者の所有分、同

一内容の議決権行為に同意している者の所有分の合計）が 50％超 

ロ 取締役会等の構成員の過半数が自己の役職員等（役職員等であった者を含

む。） 

ハ 重要な財務・事業の方針の決定を支配する契約等 

ニ 融資比率（債務保証等を含む。）50％超 

ホ その他、重要な財務・事業の方針の決定を支配していることが推測される事

実があること 

③ 自己所有等議決権の割合（自己の計算の所有していない分を含む）が 50％超か

つ②のロ～ホのいずれかに該当 

④ 親会社又は親会社等を同じくする子会社又は子会社等同士である。 

⑤ 同一の者が代表者となっている。 

⑥ ①～⑤の関係はない。 

注４ 欄が不足する場合は、適宜欄を追加してください。 


